
                                    
 

１号認定（幼稚園）の利用者負担額について 

 

１ 制度概要 

 私学助成 新制度 

利用者負担額 

（保育料） 

幼稚園が決定 

市内園平均保育料 

 28,540円（月額） 

市が保護者の所得（市民税額）

に応じて決定 

国基準上限額 25,700円（月額） 

※幼稚園は上乗せ徴収できる。 

徴収の方法 園が直接徴収 同左 

補助金制度 

・就園奨励費補助※１ 

・保護者負担軽減事業費補助金

※２ 

・就園奨励費補助は保育料に含

まれる。 

・保護者負担軽減事業費補助金 

 ※１ 就園奨励費補助 

   私立幼稚園に就園している幼児の保護者を対象に、その経済的負担を軽減するた

め、国の補助を受けて入園料・保育料の補助を行う。 

   補助金額（年額）  

世帯の市民税所得割課税額と子どもの人数等に応じて補助を行う。 

      第１子      0円～308,000円 

第２子   154,000円～308,000円 

      第３子以降 308,000円 

 ※２ 保護者負担軽減事業費補助 

   私立幼稚園に就園している幼児の保護者を対象に、その経済的負担を軽減するた

め、都と市が保育料の補助を行う。 

   補助金額（年額）  

世帯の市民税所得割課税額と子どもの人数等に応じて補助を行う。 

     都補助：第１子  28,800円～74,400円 

第２子以降 60,000円～74,400円 

市補助：62,400円 

  

２ 基本的な考え方 

  現状の保育料が、国基準を上回っていること及び、私学助成又は新制度給付を受け

る保護者間の負担の公平性の観点から、原則として現行の保育料を据え置くものとす

る。 

 

 ３ 課題 

  一部の低所得者階層で、１号認定と２号認定（保育所）の保育料の逆転現象が生じ

ている。 

資料７ 



４　私立幼稚園 公費と保護者の負担割合（平成25年度概算）

園児数 通園施設数

施設数（H25.5.1現在）

市内 13
市外 42

市内在住の児童数　計 3,038
市内の幼稚園に通う市外在住の児童数 619

市内の幼稚園に通う児童数　計 3,133

Ｈ25.5.1現在園児数（人）

市内の幼稚園に通う市内在住の児童数 2,514
市外の幼稚園に通う市内在住の児童数 524

私学助成 

（国・都） 

465,326千円  

幼稚園補助金（市） 

5,190千円  

（国） 

44,416千円  
（市） 

137,249千円  

（都） 

 105,363千円  
（市） 

 185,606千円  

入園料・保育料 

（実質負担分） 

649,818千円 

国・都  

615,105千円 

（38.6％） 

（１人 月16,873円）    

西東京市 

 328,045千円 

（20.6％） 

（ １人 月8,998円） 

利用者  

649,818千円 

（40.8％） 

（１人 月17,825円）  

【事業費の負担割合】 

入園料・保育料等 1,122,452千円 

園児保護者負担補助 就園奨励費 

※ 私学助成は、市内私立幼稚園の合計（市外から通う園児を含む） 

※ 就園奨励費・保護者負担軽減事業費補助対象は、市内外の私立幼稚園に通う市内在住の園児保護者 

※ 入園料・保育料は補助金交付人数から市内各幼稚園の保育料・入園料を基に算出（市外の幼稚園分については、市内幼稚園の平均で算出） 

※ 教育時間に係る費用の概要 

【事業費】 
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